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第１ 全 般

この報告は、石破茂防衛大臣の命を受け、平成１９年度に実施した「防衛

省における秘密情報等の流出防止対策の現状」及び「防衛省における入札談

合防止対策の現状」の定期防衛監察の結果を取りまとめたものである。

第２ 秘密情報等の流出防止

１ 経 緯

一昨年来のウィニー等のファイル共有ソフトによる情報流出事案やイージ

スシステムに係る特別防衛秘密流出事案にかんがみ、防衛省における秘密情

報等の流出防止対策の現状について、定期防衛監察を実施した。

２ 監察の基本的考え方

(1) 監察の視点

○ 省秘等の秘密保全に関する訓令等及び情報保証訓令等に基づき、機関

等において行われている秘密情報等の流出防止対策の現状を把握した。

○ 機関等において、秘密情報等の流出防止対策を実施するに当たり、ど

のような問題点や障害があるのかという視点から、現状を把握した。

○ これらの問題点を解決するために、どのような改善策が必要かという

視点から、現状を把握した。

(2) その他

平成１９年度は、監察に充てる期間が短かったことから、今回、改善策

の報告は実施しない。

３ 監察の実施方法

(1) アンケート

ア 対象機関等及び回答者数

別紙第１のとおりである（総回答者数 ２７，７３２名）。

イ 結果

別紙第２のとおりである。

(2) 実地監察

ア 対象機関等

別紙第３のとおりである。

イ 内容

職員との面談及び現場等確認を行った。

ウ 延べ日数・人員

監察に充てた延べ日数は３７日、延べ人員は２５９人である。
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４ 監察の結果

今回の監察においては、法令等違反の事実は見当たらなかった。

細部については、以下のとおりである。

(1) 職員の意識

秘密情報等の流出防止について、職員は高い意識を有しており、その必

要性をよく認識している。

アンケート結果では、約８５％の職員が、「職場における秘密保全の意

識は高い」又は「どちらかといえば高い」と回答しており、「閲覧が許可

されていない秘密情報を閲覧したいと思ったことがある」と回答した者の

割合も、全体で約７％である。

(2) 法令等の理解度

防衛省における保全事故や業務用データの流出事案について、何が原因

であると認識しているのか、職員にアンケートを行ったところ、「関係規

則について、職員の意識が低かった」と回答した者の割合が全体で約７５

％であり、「関係規則が十分に周知されていなかった」と回答した者の割

合が、全体で約２３％である。

また、平成１８年以降、一連の事務次官通達等によって示された秘密情

報等流出防止に係る対策の内容について知っているかという点に関しては、

「知っている」又は「おおむね知っている」と回答した者の割合が、全体

で約６５％である。

そこで、実地監察を行ったところ、一般的に情報保証の関係規則類は複

雑であると認識されており、その複雑さに起因すると考えられる理解不足

がみられる。

例えば、「業務用データ」については、「情報公開法に基づく不開示情報

に該当する情報が含まれるデータ」と定義されているところ、実際の運用

に当たっては、公開情報か否かの判断に迷うという事例があり、業務遂行

に支障が生じていた。

また、「情報保証」という概念が「秘密保全」と類似の概念として理解

されているにとどまり、情報資産を適切に保全し、利用可能な状態にする

という本来の内容が認識されていないという事例もあった。

この点に関連して、秘密情報等流出防止に係る対策によって、業務遂行

に支障が出ているか否かについて、職員にアンケートを行ったところ、「支

障が出ている」又は「少し支障が出ている」と回答した者の割合は、全体

で約３２％に達している。

このように、関係規則類の複雑さに起因する理解不足により、一部の機

関等で業務遂行に支障が生じている。

(3) 情報システムの整備状況

ア 官給品パソコンの充足状況
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これまで、職場における私有パソコンを一掃するために、「秘密電子

計算機情報流出等再発防止に係る抜本的対策の具体的措置について」（平

成１８年４月１２日 防衛庁）に基づき、官給品パソコンが約５万６千

台調達された。

実地監察において、私有パソコンの排除及び官給品パソコンの配布の

各状況を調べたところ、私有パソコンは一掃されていること、海上・航

空自衛隊の部隊等並びに技術研究本部においては、おおむね所要に合致

して官給品パソコンが配布され、充足されていることが確認された。

しかし、陸上自衛隊の部隊等においては、旧式のパソコン等が多数存

在していることが確認された。

現在、陸上自衛隊において、この状態を解消するための措置を実施中

である。

イ 部隊等が独自に設置した情報システム等の管理

陸上・航空自衛隊においては、事務用に納入された官給品パソコンを

独自にネットワーク化した情報システム（以下「部隊等ＬＡＮ」という。）

がある。

部隊等ＬＡＮには、様々な形態のものがあり、知見・技能を有する一

部の職員によって個別に運営されている状況であるため、これらの者が

異動すれば、じ後、組織的な維持管理が期待できない。

また、部隊等ＬＡＮは、現行の情報保証訓令等の施行時点で既に運用

を開始している限り、同訓令等が要求する情報システムの機能の検証に

関する規定が適用除外となるため、現行の防衛省の情報システム技術基

準を満たしているのか否かという観点から、厳正なチェックがなされて

いるとはいい難い状況にある。

ウ ファイル暗号化ソフト

(ｱ) 現在使用されている防衛省のファイル暗号化ソフトは、技術上の動

向に対応して改善すべき点がある。

(ｲ) ファイル暗号化ソフトの運用が、部隊等ごとに異なっており、業務

遂行上の制約等となっている。

(4) 秘密保全措置等の実施状況

実地監察において、秘密保全措置等の実施状況を調べた結果は、以下の

とおりであり、いずれも保全責任者等の業務が増加している状況が認めら

れた。

ア 関係職員の指定

秘密保全、情報保証といった異なる制度ごとに、秘密の情報などを取

り扱う関係職員を、それぞれ指定することとなっている。

この点、司令部等においては、秘密保全と情報保証の各保全責任者等

の職務を、別々の職員が分担しているが、末端の部隊においては、これ
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らの職務が、事実上、一人の職員に集中している状況が常態化しており、

業務上の負担が増加している。

イ 情報流出防止関係業務の増加

可搬記憶媒体等を管理するための簿冊の増加や私有パソコンの点検な

ど、秘密保全及び情報保証関係の業務は質・量ともに増加している状況

であり、特に保全責任者等の業務が増加している。

既に述べたとおり、アンケート結果では、「秘密情報等流出防止に係る

対策によって、業務遂行に何らかの支障が出ている」と回答した者の割合

は、全体で約３２％に達しているが、これは、このような業務の増加も、

その背景にあるものと考えられる。

また、アンケート結果では、職場における業務の状況について、全体で

約６９％の職員が「多忙である」又は「どちらかといえば多忙である」と

回答しており、約１９％の職員が、業務多忙により秘密保全等の業務に「支

障がある」又は「少し支障がある」と回答している。

現状では、多忙感が秘密保全等の業務に与える影響は、比較的小さいも

のと考えられるが、仮に、業務上の負担が、将来にわたって継続すること

になれば、情報流出対策が形骸化するおそれも否定できない。

(5) 人材の配置

防衛省における過去の保全事故や業務用データの流出事案について、何

が原因であると認識しているのか、職員にアンケートを行ったところ、「情

報技術に係る知識が不足していた」と回答した者の割合が、全体で約２９

％に達している。

実地監察を行ったところ、部隊等においては、情報保証に関する知見を

有する者が不足しており、計画的に人材を養成して配置する施策が十分で

はないことが確認された。

(6) その他

海上自衛隊の一部においては、業務用データの流出防止を徹底させるた

めに、業務に関する個人資料等を廃棄させ、職務上必要な資料を、組織で

作成・管理する方向を打ち出している。

その他、陸上・航空自衛隊等の一部においても、個人メモに省秘等の秘

密情報は書き込まないよう指導するといった措置が採られている。

業務上作成したデータの帰属意識について、職員にアンケートを行った

ところ、「国のもの」と回答しなかった者の割合が、全体で約３２％であ

ることから、紙媒体も含めた情報の組織的管理を推進することは、日常の

情報管理業務を通じ、情報を組織で管理する意識を強化することにつなが

るものと考えられる。

このような形での秘密情報等の流出防止対策をより一層推進することが

望ましい。
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第３ 入札談合防止

１ 経 緯

平成１０年に判明した調達実施本部事案の教訓が生かされず、平成１８年

に防衛施設庁入札談合事案が判明したことにかんがみ、防衛省における入札

談合防止対策の現状について、定期防衛監察を実施した。

なお、平成１９年度は、防衛省が調達する装備品等及び役務のうち、中央

調達に関する施策等に限定して実施した。

２ 監察の基本的考え方

(1) 監察の視点

○ 法（独占禁止法、官製談合防止法等）の趣旨に照らして業務が適正に

運用されているか否かという視点から、機関等において行われている入

札談合防止対策の現状を把握した。

○ 機関等において、入札談合防止対策を実施するに当たり、どのような

問題点や障害があるのかという視点から、現状を把握した。

○ これらの問題点を解決するために、どのような改善策が必要かという

視点から、現状を把握した。

(2) その他

平成１９年度は、監察に充てる期間が短かったことから、今回、改善策

の報告は実施しない。

３ 監察の実施方法

(1) アンケート

ア 対象機関等及び回答者数

別紙第４のとおりである（総回答者数 １，００３名）。

イ 結果

別紙第５のとおりである。

(2) 実地監察

ア 対象機関等

別紙第６のとおりである。

イ 内容

職員との面談及び契約関係書類の精査等を行った。

ウ 延べ日数・人数

延べ日数は１５日、延べ人数は１２０人である。
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４ 監察の結果

今回の監察においては、法令等違反の事実は見当たらなかった。

細部については、以下のとおりである。

(1) 職員の意識

アンケート結果では、約８３％の職員が「入札談合防止に対する意識は

高い」又は「どちらかといえば高い」と回答しており、入札談合防止に対

する意識は高いと考えている者の割合が高い。しかし、実地監察において

個別に聴取したところでは、入札談合は、一部の不心得者により行われる

特殊なもので自分には無関係であると考えている者が多いなど、実際の意

識は決して高いとはいえない。

このようなギャップが生じる理由としては、観念的には入札談合はいけ

ないと理解しているものの、入札談合は誰もがその当事者となり得る身近

な問題であることや皆が入札談合を防止すべき立場にあることなどの意識

が低いことが原因と考えられる。

(2) 職員の教育

アンケート結果では、「入札談合に関する法律の内容について知ってい

る」又は「おおむね知っている」と回答した者の割合が約４２％、「公共

調達の適正化を図るための通知等の内容について知っている」又は「おお

むね知っている」と回答した者の割合が約５３％であるなど、入札談合防

止に関連する法令等に対する理解度が全般的に低く、「入札談合に関する

法律について教育が実施されている」又は「おおむね実施されている」と

回答した者の割合も約４３％にとどまる。これを踏まえ、実地監察におい

て職員の教育状況を確認したところ、法令等については、多くの機関等に

おいては、教育自体がほとんど実施されていない又は条文を紹介する程度

の簡単なものが実施されているにすぎない上、内部通達等についても、談

合防止に焦点を当てた教育は実施されておらず、多くが実務教育等の中で

の紹介や資料配布程度にとどまるなど、いずれも不十分である。

(3) 談合予防、競争拡大に向けた施策の現状

ア 一般競争契約の拡大

「公共調達の適正化について」（平成１８年８月２５日 財務大臣通知）

が発出されたことに伴い、従来随意契約としていた契約を見直し、一般競

争契約を拡大してはいるが、新規参入が拡大したものは少なく、多くは従

来から受注してきた１社による独占状態又は２、３社による寡占状態が続

いている。これは、業者側が新規参入に意欲的でないことが主な原因であ

ると考えられるが、発注側である装備施設本部や調達要求元についても、

調達内容の性質にかかわらず一律に一般競争入札や公募等を実施していた

り、複数企業からの提案徴取や仕様書における競争性確保の工夫等の新規

参入拡大に対する努力及び装備施設本部と調達要求元の間における競争性



- 7 -

拡大に対する連携が、いずれも不足していることなどの問題点が認められ

る。

イ 電子入札や総合評価方式等の新制度の拡大

電子入札システムは、平成１６年度の導入以降、普及活動を実施して

利用促進を図っているものの、中央調達におけるこれまでの利用件数は

１５件のみであり、ほとんど利用されていない（平成２０年３月末現在）。

また、総合評価方式についても、平成１９年度について、同方式を用い

ることとされている医療用器材等の特定調達物品を除いては、海上自衛

隊の練習用ヘリコプターの入札に採用されているだけで、それ以外に実

施された例はない。電子入札や総合評価方式について、官民双方におけ

る制度活用意欲の促進に向けた対策や教育等は不十分であり、現状のま

までは利用の拡大は見込まれないと考えられる。

また、「公益通報者保護制度について知っている」又は「おおむね知っ

ている」と回答した者の割合が約５０％にとどまるというアンケート結

果を踏まえ、実地監察において公益通報者保護制度及び電子目安箱の周

知状況並びに職員の認識について確認したところ、周知徹底が不十分で

あり、具体的な制度内容や通報等の窓口を認識していない者が多い。

(4) 不正防止体制

ア 装備施設本部におけるチェック体制

かつて、契約本部（管理局原価計算部を含む。）では、機能別（契約、

原価計算、契約管理）に部署を分け、相互牽制機能を働かせていたが、

平成１８年７月、装備本部を設置するに当たり、装備品ごとにライフサ

イクルコスト管理を行うため、装備品の種別で分けられた物別課室（艦

船課、航空機第１課等）に改編し、各物別課室には更に種類・機種別の

班（５～６名）を設け、各班に契約、原価計算及び契約管理の担当者を

置くものとされ、現在の装備施設本部にも引き継がれている。

この点、装備施設本部の職員に対するアンケートの結果では、契約、

原価計算、契約管理業務に関して相互牽制機能が働いているか否かにつ

いて、約３６％の職員が「働いていない」又は「あまり働いていない」

と回答しているように、各調達に関する契約、原価計算及び契約管理の

各業務が全て同じ班内で行われることにより、第三者的な視点からの

チェックが疎かになる可能性がある。

これを補完するため、装備本部を設置する際、調達に係る運用基準の

作成と調達業務の各担当部署を分離するとともに、防衛調達審議会、監

査法人、統括調達官、経理装備局及び装備本部の各監査課並びに指名随

契審査会等による重層的なチェック体制を構築することとした。

しかし、上記チェック体制については、それぞれの役割が明確に区分

されているとはいえず、例えば、物別部単位で配置されている統括調達
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官は、内部者の立場で指導を期待されている一方で、経理装備局監査課

及び装備施設本部監査課の業務を兼務し、相反する機能を一人で担って

おり、中立性が確保されていないなどの問題がある。また、不正を防止

する体制が機能しているか否かという予防的観点からのチェックが十分

に行われているとはいい難い状況と判断される。さらに、契約、原価計

算及び契約管理の各業務が班単位で集約されているため、班長が全業務

をチェックする立場に置かれていることも責任が一人に集中するという

点で問題がある。

イ 業者との対応要領

実地監察において業者との対応要領の遵守状況について調べたところ、

業界関係者との接触場所を制限していること、原則として複数の職員で

対応していることを確認した。しかし、一部、多忙等により複数の職員

で対応できない例や会議室等の不足により要領の遵守に困難を来した例

もあるほか、通達では、不正な働きかけが行われた場合のみ、業者との

応対の内容を含めた対応状況の詳細を記録することとされており、それ

以外の場合については、応対の内容まで記録する仕組みが設けられてお

らず、一部、来訪者の氏名等を記録している程度であるため、対応状況

の詳細を事後的に検証できないなどの問題点も認められる。

(5) 入札過程・結果の事後的検証体制

装備施設本部が設置している入札経緯等検討会では、入札検証システム

を用いて入札経緯を検証する要領を作成し、各担当部署に検証を指示して

いるが、職員の多くが、この検証指示の存在を認識しておらず、周知が不

十分である。現に、アンケート結果では、「不自然な入札が無かったか事

後的・統計的な分析を実施している」又は「おおむね実施している」と回

答した者の割合が約３２％にとどまっている。また、検証要領に示されて

いる分析要素も、談合の疑いの有無を判断する上で必要な程度に多角的か

つ詳細なものとはなっていない。

なお、監察の過程において検証し、不自然さが認められた入札について、

装備施設本部に検証を依頼した結果、３件について、装備施設本部から公

正取引委員会に通報がなされた。
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第４ その他

１ 監察結果の取扱い

今回の監察結果については、関係機関に対し、通知済みである。

なお、本報告書に記載した事項については、今回の実地監察の過程におい

て、必要に応じ、関係機関にその都度指摘したところである。

２ 今後の予定

今回の監察のテーマである「秘密情報等の流出防止」及び「入札談合防止」

については、平成２０年度においても、更に監察を継続し、必要な改善策は、

その成果と併せて検討した上で報告する。
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別紙第１

アンケート実施対象機関等（秘密情報等の流出防止）

対象機関等（回答者数）

内部部局（８３３）

統合幕僚監部（３７６）

陸上自衛隊 陸上幕僚監部（６４９）

（９，２８６） 北部方面隊（１，１６４）、東北方面隊（５７２）、

東部方面隊（８９１）、中部方面隊（２，１００）、

西部方面隊（６１４）、中央即応集団（９９６）、

各学校（２，３００）

海上自衛隊 海上幕僚監部（２６４）

（６，３３６） 自衛艦隊司令部（１３０）、護衛艦隊（７７７）、

航空集団（１，１５７）、潜水艦隊（４０１）、

開発隊群（２８４）、横須賀地方隊（１６４）、

呉地方隊（１４６）、佐世保地方隊（６２３）、

舞鶴地方隊（４９６）、大湊地方隊（４５１）、

教育航空集団（２１７）、システム通信隊群（１５６）、

学校（５６４）、補給本部（５０６）

航空自衛隊 航空幕僚監部（２４８）

（７，９５７） 航空総隊（４，７３６）、航空支援集団（８８１）、

航空教育集団（８１９）、航空開発実験集団（１３２）、

補給本部（８２２）、大臣直轄部隊（３１９）

情報本部（６４９）

技術研究本部 内部部局（４２６）、航空装備研究所（１２６）、

（８４６） 陸上装備研究所（９７）、艦艇装備研究所（１１５）、

電子装備研究所（８２）

装備施設本部（４７３）

地方防衛局 北海道防衛局（１５６）、東北防衛局（１７６）、

（９７６） 北関東防衛局（３２６）、南関東防衛局（３１８）

合計（２７，７３２）



小計
多忙・どちらかいえば多忙 69%
どちらかといえば暇・暇 2%

小計
支障がある・少し支障がある 19%

あまり支障はない・支障はない 53%

　(2) 　業務多忙により、秘密保全や業務用データ管理に支障があると思いますか。

別紙第２

アンケート結果の概要（秘密情報等の流出防止）

１　多忙感とその影響

　(1) 　あなたの職場における業務の状況はどうですか。

（注）％は、四捨五入によっているので、グラフと小計の数値が符合しないことがある。

8%

11%

28%

26%

27%

支障がある。

少し支障がある。

どちらともいえない。

あまり支障はない。

支障はない。

29%

40%

28%

2% 1%

多忙である。

どちらかといえば多忙である。

忙しいとも暇ともいえない。

どちらかといえば暇である。

暇である。
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小計
高い・どちらかといえば高い 85%
どちらかといえば低い・低い 3%

２　秘密保全の意識

　(2) 　あなたは、閲覧やアクセスが許可されていない秘密情報を閲覧、アクセスした
　　　いと思ったことはありますか。

　(1) 　あなたの職場における職員の秘密保全の意識についてどう思いますか。

42%

43%

12%
2% 1%

高いと思う。

どちらかといえば高いと思う。

どちらともいえない。

どちらかといえば低いと思う。

低いと思う。

7%

93%

ある。

ない。
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小計
国のもの 68%

国のもの以外 32%

３　過去の保全事案及び業務用データ流出事案

４　作成したデータの帰属

　　あなたは、自分自身が業務上作成した資料、データ等について、誰のものだと思い
　ますか。

　　あなたは、防衛省・自衛隊における保全事案や業務用データの流出事案について、
　何が原因であったと思いますか。（複数回答）

業務の実態上、秘密保
全・情報保証関係規則
を遵守することが難し
かった。 9%

情報技術に係る知識が
不足していた。 29％

秘密保全・情報保証関
係規則について、職員
の意識が低かった。75%

秘密保全・情報保証関
係規則が十分に周知さ
れていなかった。23%

秘密保全・情報保証関
係規則の整備が不足し
ていた。16％

業務多忙により、十分
な配慮が行き届かな
かった。 12%

その他　8%

上司・元上司等からの
指示、依頼があった。
4%

68%

20%

3%

6% 3%

国のものだと思う。

国と自分のものだと思う。

自分のものだと思う。

どちらともいえない。

分からない。

80%50%
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小計
知っている・おおむね知っている 65%

あまり知らない・知らない 35%

小計
支障が出ている・少し支障が出ている 32%

あまり支障は出ていない・支障は出ていない 39%

　(2) 　あなたの職場で実施されている秘密情報等流出防止に係る対策によって、業務
    　遂行に支障が出ていますか。

　(1) 　あなたは、平成１８年以降発出された、一連の事務次官通達等によって示され
　　　た秘密情報等流出防止に係る対策の内容について知っていますか。

５　秘密情報等流出防止対策とその影響

20%

45%

24%

11%

知っている。

おおむね知っている。

あまり知らない。

知らない。

24%

21%
16%

23%

7% 9%

支障が出ている。

少し支障が出ている。

どちらともいえない。

あまり支障は出ていない。

支障は出ていない。

分からない。
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別紙第３

実地監察の対象機関等（秘密情報等の流出防止）

対象機関等

陸上自衛隊 中部方面総監部

第１３旅団司令部

第４６普通科連隊

第４７普通科連隊

第１３後方支援隊

第１３施設中隊

第１３通信中隊

高射学校

海上自衛隊 自衛艦隊司令部

護衛艦隊司令部

航空集団司令部

第４航空群

第５１航空隊

航空プログラム開発隊

航空自衛隊 航空総隊司令部

航空支援集団司令部

中部航空方面隊司令部

中部航空警戒管制団司令部

中部防空管制群

第１高射群

航空救難団司令部

第２輸送航空隊

航空開発実験集団司令部

電子開発実験群

警戒航空隊

高射教導隊

浜松救難隊

航空教育集団司令部

第１術科学校

第２術科学校

技術研究本部 内部部局

航空装備研究所
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別紙第４

アンケート実施対象機関等（入札談合防止）

対象機関等（回答者数）

陸上自衛隊 補給統制本部（１１０）

（１１０）

海上自衛隊 海上幕僚監部（１４３）

（２３５） 補給本部（９２）

航空自衛隊 補給本部（２１６）

（２１６）

技術研究本部 内部部局（１９９）

（１９９）

装備施設本部（２４３）

合計（１，００３）



１　入札談合防止の意識

小計
高い・どちらかといえば高い 83%
どちらかといえば低い・低い 3%

２　入札談合に関する法律、通達等の知識

小計
知っている・おおむね知っている 42%

あまり知らない・知らない 39%

別紙第５

アンケート結果の概要（入札談合防止）

　　あなたの職場における職員の入札談合の防止に対する意識についてどう思います
  か。

　(1) 　あなたは、入札談合に関する法律の内容について知っていますか。

（注）％は、四捨五入によっているので、グラフと小計の数値が符合しないことがある。

39%

44%

13%
2% 2%

高いと思う。

どちらかといえば高いと思う。

どちらともいえない。

どちらかといえば低いと思う。

低いと思う。

6%

36%

19%

29%

10%

知っている。

おおむね知っている。

どちらともいえない。

あまり知らない。

知らない。

- 17 -



小計
知っている・おおむね知っている 53%

あまり知らない・知らない 30%

小計
知っている・おおむね知っている 37%

あまり知らない・知らない 46%

　(3) 　あなたは、「調達経理業務に関する違反行為に係る懲戒処分等の基準について
　　　（通達）」の内容について知っていますか。

　(2) 　あなたは、財務大臣通知「公共調達の適正化について」等、一連の公共調達の
　　　適正化を図るための通知等の内容について知っていますか。

17%

35%

17%

20%

11%

知っている。

おおむね知っている。

どちらともいえない。

あまり知らない。

知らない。

8%

29%

17%

28%

18%

知っている。

おおむね知っている。

どちらともいえない。

あまり知らない。

知らない。
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小計
知っている・おおむね知っている 64%

あまり知らない・知らない 22%

３　入札談合に関する法律の教育状況

小計
実施されている・おおむね実施されている 43%

あまり実施されていない・実施されていない 35%

    あなたの職場では、入札談合に関する法律について教育が実施されていますか。

　(4) 　あなたは、「調達等関係業務に従事している職員が防衛省の退職者を含む業界
　　　関係者と接触する場合における対応要領について（通達）」の内容について知っ
      ていますか。

28%

22%

20%

15%
15%

実施されている。

おおむね実施されている。

どちらともいえない。

あまり実施されていない。

実施されていない。

20%

44%

14%

14%

8%

知っている。

おおむね知っている。

どちらともいえない。

あまり知らない。

知らない。
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４　公益通報者保護制度の知識

小計
知っている・おおむね知っている 50%

あまり知らない・知らない 46%

５　契約、原価計算、監督・検査業務に関する相互牽制（装備施設本部のみ）

小計
働いている・おおむね働いている 55%

あまり働いていない・働いていない 36%

　　あなたの職場では、契約、原価計算、監督・検査業務に関して実質的な相互牽制が
  働いていますか。

　　あなたは、公益通報者保護制度について知っていますか。

14%

41%21%

15%

9%

働いている。

おおむね働いている。

あまり働いていない。

働いていない。

分からない。

17%

34%
25%

20%

4%

知っている。

おおむね知っている。

あまり知らない。

知らない。

分からない。
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６　入札結果の事後的・統計的な分析（装備施設本部のみ）

小計
実施している・おおむね実施している 32%

あまり実施していない・実施していない 34%

　　あなたの職場では、入札結果について、不自然な入札が無かったか事後的・統計的
  な分析を独自に実施していますか。

21%

34%

18%

15%
12%

実施している。

おおむね実施している。

どちらともいえない。

あまり実施していない。

実施していない。
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別紙第６

実地監察の対象機関等（入札談合防止）

対象機関等

陸上自衛隊 補給統制本部

海上自衛隊 海上幕僚監部

補給本部

航空自衛隊 補給本部

技術研究本部 内部部局

装備施設本部




